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KPMG Japan tax newsletter 
「国外財産調書」の提出制度 
 

 

2012 年度税制改正により、個人が有する国外財産の内容を税務署に報告する「国

外財産調書」制度が創設されました。従前より、「国外送金等調書」制度（100 万円を

超える国外への送金及び国外からの送金に関する情報を金融機関から税務署に報

告する制度）等を通じて、税務当局は個人の国外財産の把握に努めていますが、こ

の「国外財産調書」制度の導入により、その体制が一層強化されることになります。 

本制度の概要はいままでもニュースレター等でお知らせしていますが、このニュース

レターでは、2013年度税制改正で改正された項目及び国税庁が今年公表した通達・

FAQで明らかとなった項目を踏まえて、改めてお知らせいたします。 

  



2 
 

 

KPMG Japan tax newsletter/November 2013 

© 2013 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG 
International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

1. 「国外財産調書」制度 

(1) 「国外財産調書」の提出義務者 

その年の 12 月 31 日において、その価額の合計額が 5,000 万円を超える国外財産

を有する永住者が、「国外財産調書」の提出義務者です。 

日本における居住者（非永住者・永住者）及び非居住者の区分は、以下のとおりで

す。 

居住者 

（国内に住所を有し、

又は現在まで引き続い

て 1年以上居所を有す

る個人） 

非永住者 

（日本の国籍を有しておらず、かつ、

過去 10 年以内において国内に住所

又は居所を有していた期間の合計が

5 年以下である居住者） 

 

永住者 

（非永住者以外の居住者） 
←提出義務者 

非居住者 

（居住者以外の個人） 

 

 

(2) 「国外財産調書」の提出先・提出期限 

「国外財産調書」は、提出義務者の住所地（国内に住所がない場合は居所地）の所

轄税務署に、翌年の 3 月 15 日までに提出しなければなりません。 

最初の「国外財産調書」の提出期限は、2014 年 3 月 17 日（3 月 15 日が土曜日であ

るため、翌週の月曜日である 17 日）となります。 

(3) 国外財産の意義 

「国外財産」とは国外にある財産をいい、国外にあるか否かの判定は、基本的には

財産の所在について定める相続税法の規定によることとされており、たとえば、以下

のように判定されます。 

財産の種類 所在の判定 

動産・不動産 動産・不動産の所在 

金融機関に対する預貯金 受入れをした営業所又は事業所の所在 

社債・株式・ストックオプション(*1) 社債・株式・ストックオプションの発行法人の

本店又は主たる事務所の所在(*2) 

国債 日本国内(*2) 

外国の発行する公債 その外国(*2) 

(*1) その年の 12 月 31 日において権利行使が可能でないストックオプションについて

は、「国外財産調書」への記載は不要です。 

(*2) これらが金融機関の口座で管理されている場合には、上記にかかわらず、国外

にある金融商品取引業者等の営業所等に開設した口座で管理されているものは

国外財産として、国内にある金融商品取引業者等の営業所等に開設した口座で

管理されているものは国内財産として取り扱われます。 
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(4) 国外財産の価額 

国外財産の「価額」は、その年の 12 月 31 日における「時価」又は「見積価額」による

こととされており、国税庁から公表された FAQ には、「見積価額」の算定方法として、

以下を含む例示がされています。 

財産の種類 「見積価額」の算定方法 

建物 

（業務の用に供する資産以外のもの

である場合） 

次のいずれかの方法により算定した価額 

(1) 外国又は外国の地方公共団体の定める法令により、固定資産税に相当する租

税が課される場合には、その年の12月31日が属する年中に課されたその租税

の計算の基となる課税標準額 

(2) 取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方法によって見積

もって算出した価額 

(3) その年の翌年 1 月 1 日から「国外財産調書」の提出期限までにその財産を譲渡

した場合における譲渡価額 

(4) 取得価額から、その年の 12 月 31 日における経過年数に応ずる償却費の額を

控除した金額 

家庭用動産 

（家具、自動車などの動産で業務の

用に供する資産以外の資産） 

取得価額から、その年の12月31日における経過年数に応ずる償却費の額を控除し

た金額 

ストックオプション ｛「その年の 12 月 31 日におけるストックオプションの対象となる株式の価額」 

－「1 株当たりの権利行使価額」｝ ｘ 「権利行使による取得することができる株式数」 

国外財産の邦貨換算は、「国外財産調書」の提出義務者の取引金融機関（その財産

が預金等で、取引金融機関が特定されている場合は、その取引金融機関）が公表す

るその年の 12 月 31 日における、対顧客直物電信買相場（TTB）によるものとされて

います。 

(5) 「国外財産調書」の記載事項 

「国外財産調書」には、国外財産の区分、種類、用途（一般用及び業務用の別）、所

在、数量、価額及びその他必要な事項を記載することになります。なお、現金及び貴

金属類等以外の動産については、1 個の価額が 10 万円未満のものは除外して記載

することとされています。 

平成  年 12 月 31 日分 国外財産調書 

 
 
 

国 外 財 産 を 
有 す る 者 

住所又は居所  

 

氏      名  

国外財産 
の 区 分 

種 類 用 途 所   在 数 量 価 額 備 考 

預貯金 普通 一般用 アメリカ•••  
A 銀行 A 支店 

 8,500,000  

有価証券 株式 一般用 イギリス•••  
B 社 

6,000 
株 

24,000,000  

• 
• 
• 

• 
• 
• 

• 
• 
• 

• 
• 
• 

  • 
  • 
  • 

     • 
     • 
     • 

 

合   計   額 xx,xxx,xxx  

 

なお、「国外財産調書」の提出に当たっては、「国外財産調書」に記載した財産の価

額をその区分ごとに合計した金額を記載した、「国外財産調書合計表」を添付する必

要があります。 
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(6) 「財産債務明細書」との関係 

確定申告書の提出義務があり、その年分の総所得金額及び山林所得金額の合計

額が 2,000万円を超える個人は、「財産債務明細書」（その年の 12月 31日において

有する財産の種類、数量及び価額並びに債務の金額等を記載した明細書）を確定

申告書に添付して提出することとされています。 

この「財産債務明細書」を提出する者に「国外財産調書」制度の適用がある場合には、

「財産債務明細書」に国外財産に関する事項を記載することを省略できることとされ

ています。 

2. 過少申告加算税・無申告加算税の特例 

納税者が過少申告をした場合又は申告すべき所得等を申告しなかった場合におい

て、納税者による修正申告・期限後申告書の提出又は国税当局による更正・決定

（以下、「修正申告等」という。）があったときは、原則として、修正申告等による納税

額に対し下記の課税割合を乗じた過少申告加算税又は無申告加算税が課せられま

す。 

加算税 修正申告等による納税額 課税割合 

過少申告加算税 50 万円又は期限内申告税額のいずれか多い

金額を超える部分 

15％ 

上記以外 10％ 

無申告加算税 50 万円を超える部分 20％ 

上記以外 15％ 

「国外財産調書」制度を推進するため、過少申告加算税及び無申告加算税について、

以下の特例（優遇措置又は加重措置）が適用されることになりました。 

 優遇措置 加重措置 

優遇措置・加重措置が

適用される場合 
 期限内に提出された「国外財産調書」に修正

申告等の基因となる国外財産に係る記載が

ある場合 

 期限内に「国外財産調書」の提出がない場合 

又は 

 期限内に提出された「国外財産調書」に修正

申告等の基因となる国外財産に係る記載が

ない場合（重要な事項の記載が不十分である

場合を含む） 

措置の対象となる税額  国外財産に係る所得税 

 国外財産に対する相続税 

 国外財産に係る所得税 

措置の内容 過少申告加算税又は無申告加算税の課税割

合が 5％軽減される 

過少申告加算税又は無申告加算税の課税割

合が 5％加重される 

なお、「国外財産調書」が期限後に提出された場合であっても、その提出が、国外財産

に係る所得税又は国外財産に対する相続税についての調査があったことにより更正又

は決定があるべきことを予知してされたものでないときは、上記の特例の適用上、その

「国外財産調書」は提出期限内に提出されたものとみなされます。 

この特例は、所得税については 2013 年分から、相続税については 2013 年相続分

から適用されます。 
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